
負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計
負債合計

金     額

17,934,631
5,592,717
3,918,744
17,955,500

56,370
45,457,962
45,457,962

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

67,500,000
45,880,872 )(
45,880,872
113,380,872

49,988,592 )(
49,988,592
49,988,592
263,369,464

263,369,464
308,827,426

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

173,248,537
77,448,442

122,318
327,395
580,000

1,611,678
253,338,370

6,626,988
7,511,952
219,744

3,613,886
677,056

3,107,164
21,756,790

168,000
16,442
3,857

188,299

10,000
9,109,183
129,860

1,887,291
22,407,633
33,543,967
55,489,056
308,827,426

(単位：円)

第24期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ北海道



第24期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　貯蔵品　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　有形固定資産　　定率法。

　　　　　　　　　　　　　　　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　無形固定資産　　定額法。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　56,543,738円

【株主資本等変動計算書による関する注記】

　　　年度末における発行済の株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　3,050　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ北海道



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
資産除去債務
預り保険料
流動負債合計
負債合計

金     額

32,972,593
10,291,706

470,016
33,035,100
13,623,700

702,578
77,100

91,172,793
91,172,793

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

62,500,000
171,497,053 )(
171,497,053
233,997,053

305,796,581 )(
305,796,581
305,796,581
639,793,634

639,793,634
730,966,427

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

501,399,688
141,768,617

554,679
1,277,041
1,740,000
3,389,502

650,129,527

6,824,203
21,091,063

809,499
517,871

9,633,322
489,600

6,514,106
45,879,664

511,526
30,396
7,407

549,329

30,000
23,886,825
1,125,100
2,475,416
6,890,566
34,407,907
80,836,900
730,966,427

(単位：円)

第22期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ東北



第22期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

  　　　      （リース資産を除く）　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　  　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　 　　 　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　69,640,617円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　23,990株　です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有しています。

　　　このうち、来期にオフィスの退去が確定したことから、原状回復費用の見積額として三沢支社

　　　71,000円、塩釜支社631,578円を資産除去債務として計上しています。これにより、当期の営

　　　業利益および経常利益は80,097円減少し、税引前当期純利益は668,832円減少しています。

　　　本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

　　　将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ東北



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
預り敷金
固定負債合計
負債合計

金     額

44,043,071
11,861,949
1,820,448
43,165,200
27,466,000

156,175
128,512,843

1,559,675
1,559,675

130,072,518

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

10,000,000
382,279,131 )(
382,279,131
392,279,131

148,353,470 )(
148,353,470
148,353,470
640,632,601

640,632,601
770,705,119

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

443,806,381
187,201,373

406,074
2,809,262
2,210,000
4,303,179

640,736,269

4,204,339
41,685,556

212,815
1,802,338
9,123,438
842,800

8,750,153
66,621,439

354,696
40,896
9,916

405,508

50,000
49,437,121

562,050
2,522,798
10,369,934
62,941,903
129,968,850
770,705,119

(単位：円)

第26期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズＥＡＳＴ



第26期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

  　　　     （リース資産を除く）　 ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　  　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　72,142,411円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　3,300　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズＥＡＳＴ



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

78,127,384
24,656,998
1,331,088
13,134,955
30,021,200

326,561
147,598,186

7,159,306
7,159,306

154,757,492

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

100,000,000
525,157,035 )(
525,157,035
625,157,035

518,235,650 )(
518,235,650
518,235,650

1,243,392,685

1,243,392,685
1,398,150,177

科     目
資産の部

【流動資産】
現金
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

10,000
899,743,462
299,525,395

409,748
3,101,122
2,890,000
5,839,515

1,211,519,242

4,403,210
27,327,982

170,020
1,649,421
4,319,897
7,718,540
11,250,681
56,839,751

575,852
58,577
13,588
648,017

70,000
70,410,689

420,290
3,020,057
55,222,131
129,143,167
186,630,935

1,398,150,177

(単位：円)

第23期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ東海北陸



第23期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　　定率法。

　　　　　 　（リース資産を除く） 　　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　92,708,574円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　9,500　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ東海北陸



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

39,906,129
12,515,873
4,361,124
10,294,175
22,958,700

356,810
90,392,811

3,390,970
3,390,970
93,783,781

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

100,000,000
440,952,640 )(
440,952,640
540,952,640

381,912,631 )(
381,912,631
381,912,631

1,022,865,271

1,022,865,271
1,116,649,052

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

690,431,491
190,266,156

51,372
2,807,016
670,000

4,138,476
888,364,511

11,311,034
41,859,747

1
5,535,236
6,891,065
7,234,815
72,831,898

85,715
35,782
9,212

130,709

10,000
58,205,185

90,028
3,920,143
93,096,578
155,321,934
228,284,541

1,116,649,052

(単位：円)

第24期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズかんさい



第24期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　 貯蔵品  　 　　　 　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

               有形固定資産　　　　　定率法。

  　　　      （リース資産を除く）　　 ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

            　　　　　　　　　　　 　　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　 無形固定資産　　　　　定額法。

               リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　   リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　142,388,303円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　  年度末日における発行済株式数

　 　 当期末の発行済株式は、普通株式　11,350株　です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズかんさい



負債の部
科     目

【流動負債】
1年以内返済長期借入金
未払金
預り金
短期リース債務
賞与引当金
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期借入金
長期未払金
長期リース債務
預り敷金
固定負債合計
負債合計

金     額

10,000,000
61,577,456
12,551,547
11,845,764
156,648,000
11,832,000
19,503,800

152,510
284,111,077

72,400,000
1,251,600
22,771,139

678,589
97,101,328
381,212,405

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計
純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

15,000,000
268,296,261 )(
268,296,261
283,296,261

323,780,899 )(
323,780,899
323,780,899
707,077,160
707,077,160

1,088,289,565

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
のれん
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

金     額

590,039,914
179,179,923

96,761
703,768

1,849,330
3,777,964

775,647,660

7,871,352
29,601,126
1,082,708
5,887,476
31,703,740
8,043,557
84,189,959

784,318
88,962,548

37,025
8,938

89,792,829

57,277,066
243,230

2,312,410
78,826,411
138,659,117
312,641,905

1,088,289,565

(単位：円)

第24期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ中国四国



第24期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

       　     有形固定資産　　　　定率法。

            　（リース資産を除く）　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．引当金の計上基準

　　（1）賞与引当金

　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

５．当期純利益額

　　　38,739,955円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

   　 年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　3,600　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パ1ートナーズ中国四国



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

40,669,515
14,487,742

712,536
4,156,847
23,050,700

53,785
83,131,125

2,078,230
2,078,230
85,209,355

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

100,000,000
225,206,391 )(
225,206,391
325,206,391

169,792,471 )(
169,792,471
169,792,471
594,998,862

594,998,862
680,208,217

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
定期預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
少額固定資産
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

346,146,847
10,062,425
162,651,349

646,929
1,561,680
5,561,590
3,561,822

530,192,642

22,987,639
38,774,798

147,811
3,365,816
2,483,080
7,405,864
75,165,008

377,512
234,679
8,508

620,699

65,019,263
247,180

2,715,969
6,247,456
74,229,868
150,015,575
680,208,217

(単位：円)

第22期 貸借対照表
2024年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ九州



第22期 個別注記表
自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

  　　　  （リース資産を除く） 　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　 　ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　 　　ついては、定額法。

　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純損失額

　　　101,556,198円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

    　年度末日における発行済株式数

    　当期末の発行済株式は、普通株式　5,900　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関

　　　する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

　　　び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）を適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ九州


